






















































































































































































































で雇用情勢を測ってきたスイスで､91年から 93 年のわずか 2 年間の間に､失業率が 1.1％







87 -88 -89 -90 -91 -92 -93 -94 -95 -96 -97 -98 -99 00
GDP成長率 1.6 3.0 4.4 3.4 -0.8 -0.3 -0.8 1.2 0.5 0.3 1.7 2.1 1.7 3.5
消費者物価上昇率 1.4 1.9 3.2 5.4 5.9 4.0 3.3 0.9 1.8 0.8 0.5 0.0 0.8 1.6
失業率 0.7 0.6 0.5 0.5 1.1 2.4 4.5 4.7 4.2 4.7 5.2 3.9 2.7 1.9
名目賃金指数 1403 1452 1507 1596 1706 1788 1836 1862 1887 1910 1919 1932 1938 -
実質賃金指数 268 273 274 272 277 280 278 280 279 280 280 281 280 -
公的債務対 GDP比 31 29 27 31 32- 33 43 46 47 48 52 54 52 -
経常黒字対 GDP比 - - - - - 6.3 8.4 6.9 6.9 7.4 ９9 9.8 11.4 -
対外通貨価値 1977
年=100
111 109 102 108 108 107 110 116 123 119 111 111 109 -
典拠:SNB: Geschäftsbericht 1999､ http://www.snb.ch/d/publikationen/publi.html?file=bericht/text_bericht.html.
Bundesamt für Statistik/ Office fédéral de la Statistique､ Statistische Jahrbuch der Schweiz 2001/. Annuaire



































































































① 農業政策。スイスの農産物価格は総じて EU 市場の 2 倍の水準にある。EU に加盟
した場合､農家の廃業の速度は EU非加盟の場合の 2倍となるとの予測がある。

































1998年､スイスの経済成長率は 8年ぶりに 2％台を回復した。また 93年以来 4％を
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1  スイスの場合､金融業の印象が強いが､19世紀以来製造業が経済の重要な柱であり､ものづくりに立脚
した経済構造を有してきた。しかしとりわけ 1980年以降はサービス経済化の進展が著しく､1975年に
就業者の 40％を吸収していた第 2次産業部門の比率は 97年には 25％に落ち､これとは対照的に､第 3
次産業の就業者割合は 52％から 70％へと上昇している。Strahm (1997), p.90
2  町田顯(1998)､39-124ページ。
3 『日本経済新聞』　2000年 2月 8日､大阪版
4  Strahm (1997), p.138





6  失業率が 5.2％という最悪の数値を記録した 1997年においても､15-24歳人口の失業率は 4.7％と全人
口の数値よりも低かった。2000年下半期には､若年層の失業率は 1.4％へと低下し､事実上完全雇用状態
を回復している。
7  Bundesamt für Statistik(2000), s./p. 458.
8  Moser (1991)































15  1992年に OECD各国を比較した調査では､政府の下に置かれた部門の数は､スイスの場合､フランス､
イタリアよりは少ないものの､他の OECD諸国よりも多く､特にアングロサクソン諸国や日本に比する
と政府の直営あるいは公社､政府が株式を持つ形での関与が著しい。OECD (1995), p.82
16  96年までのスイスの不良債権処理額については､銀行部門全体で 200億スイスフランという報道があ
るが､これは邦貨換算でおよそ 1兆 5000億円､したがって日本の人口規模に換算すると､およそ 30兆円
の不良債権処理に相当する。
